
受益者負担金制度とは 

一般に公共工事とは、道路や公園など不特定多数の住民の利益を目的に行われ

るものですが、公共下水道工事は年々限られた区域しか整備できず、整備計画対

象地域すべてを整備するには相当の年月を必要とし、地理的条件などで整備計画

の対象にならない地域もあります。このため、公共下水道の整備により、利益を

受ける方（＝受益者）は、特定の区域の方だけに限られ、公共下水道の工事費を

市税等の税金だけでまかなうことにすると、公平な負担の原則に反することにな

ります。 

そこで、下水道整備の利益を受けることができる土地の所有者または権利者の

方に工事費の一部を負担していただくのが「受益者負担金（分担金）制度」です。 

この受益者負担金は税金などとは異なり、一度きりの賦課となります。 

受益者負担金制度は、都市計画法（受益者負担金の場合）・地方自治法（受益

者分担金の場合）の規定を法的根拠とし、公平の原則に基づき巨額な建設費をま

かなう財源の一部として下水道事業の推進に大きな役割を果たしています。 

なお、対象になる土地の所在によって受益者分担金となる場合がありますが、

これは根拠法令が地方自治法に基づくという違いはあるものの、内容は受益者負

担金と同じです。 

 

 

負担金を納めていただく区域 

今回、新たに公共下水道が整備され供用開始となる区域内の土地に対して賦課

します。 
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～受益者負担金の流れ～ 

 ① ２月中旬 『受益者申告書』を送付します。 → 提出ください 

  ・負担金を納める方（＝受益者）を申告いただきます。 

  ・受益者負担金総代人選定届、徴収猶予申請書等も提出される場合は 

申告書に同封して返送してください。 

 

 

 ② ４月中旬 『受益者負担金決定通知書』を送付します。 → 確認ください 

  ・提出していただいた申告書の内容に基づき負担金額を計算し、お知らせす

る書類です。 ⇒ 内容を確認し、変更がある方は再申告してください。 

  ・決定通知書のみでは、負担金をお支払していただくことはできません。納

付書が届いてからになりますのでご留意ください。 

     

 

 ③ ６月上旬 『納付書』を送付します。 → 納付ください 

  ・納付書に記載された場所（窓口）で、負担金をお支払いください。 

  ・「期別」「１年分一括」「２年分一括」「３年分一括」の４種類の納付書

があり、いずれか一つの納付書を選んでください。 

  ・選んだ納付書によって、今後送付される納付書の時期が異なります。 

  ・最初の納期限は、６月末日です。 

・受益者負担金は一度きりの賦課となるため、口座振替は取り扱っておりま

せんのでご理解ください。 
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Ａの家 

居住者Ａ 

Ａの家 

居住者Ｂ 

Ｂの家 

居住者Ｂ 

Ｂの家 

居住者Ｃ 

負担金を納めていただく方（受益者の決め方） 

原則、賦課対象区域の土地所有者が受益者となります。ただし、所有者以外に

その土地の権利者（地上権・質権・使用貸借・賃貸借の関係による権利者）がお

られる場合は、両者同意の上、権利者が受益者となることもできます。 

 

◎ 地 上 権 ‥‥ 建物を建てたり、木を植えたりする目的で、他人の土地を使用 

       する権利                  （民法第 265 条） 

 

◎ 質    権 ‥‥ 担保として提供された土地を使用できる権利  （民法第342条） 

 

 

受益者決定の参考例   《受益者＝負担金を納める方》 

※所有者と権利者が異なる場合は、両者間で決定してください。 

 Ａが土地を所有・Ａが家屋を所有 

 Ａが居住している場合 

 

 

 

       

   

Ａの土地 

                       受益者Ａ 

 Ａが土地を所有・Ａが家屋を所有 

 Ｂが居住している場合 

 

 

 

 

      

  Ａの土地  

            受益者Ａ・Ｂのどちらか 

 Ａが土地を所有・Ｂが家屋を所有     

Ｂが居住している場合 

   

        

       

        

    

Ａの土地 

      受益者Ａ・Ｂのどちらか 

 Ａが土地を所有・Ｂが家屋を所有 

 Ｃが居住している場合 

   

  

 

 

        

Ａの土地 

受益者Ａ・Ｂ・Ｃのいずれか 
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負担金の決定 

 

１．負担金の額 

  【土地の面積（㎡）×２５０円（単位負担金額）】 

   例えば、２００㎡ （約６０坪）の土地を所有されている場合 

         ２００㎡×２５０円＝５０,０００円（負担金額）となります。 

 

２．負担金の期別計算方法 

  負担金は、３年分割とし、１年を４期に分け、合計１２期で納めていただき

ます。 

負担金額÷１２期（４期×３年）＝ 毎期の納付額 

 ただし、１２期に分けた時の１００円未満の端数は初年度第１期に合算します。 

 

 

 

 

 

 

負担金の納期 

 

  納期は次のとおりです。 

    第１期    ６月１日から  ６月末日まで 

    第２期    ８月１日から  ８月末日まで 

    第３期  １１月１日から１１月末日まで 

    第４期    ２月１日から  ２月末日まで 

  

※例えば、２００㎡ の土地の場合 

  ５０,０００円÷１２期＝４,１６６．６６６…… 

  初年度第１期分 ‥‥‥‥４,９００円× １ 期 

     第２期分以降 ‥‥４,１００円×１１期    となります。 
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負担金の納付方法 

「期別」「１年分一括」「２年分一括」「３年分一括」の４種類の納付書か

ら、いずれか一つの納付書を選んで、納付書に記載された場所（窓口）で、負

担金をお支払いください。一度きりの賦課となるため、恐れ入りますが、口座

振替は取り扱っておりませんのでご理解ください。 

  選んだ納付書によって、今後送付される納付書の時期が異なります。 

第１年度 

６月上旬 

第２年度 

６月上旬 

第３年度 

６月上旬 

３年分一括：完納   

２年分一括  

１年分一括：完納 

期別：年４回払後、完納 

１年分一括 

２年分一括：完納  

１年分一括 
１年分一括：完納 

期別：年４回払後、完納 

期別：年４回払 
１年分一括：完納 

期別：年４回払後、完納 

期別：年４回払 

２年分一括：完納  

１年分一括 
１年分一括：完納 

期別：年４回払後、完納 

期別：年４回払 
１年分一括：完納 

期別：年４回払後、完納 

期別を選択されますと、各納期（２、３，４期）の１か月前に納付書を送付します。 

 

※ 納期限までに納められない場合  

 納期限までに納められない場合には、税の場合と同様に督促状が発せられ督促

状１通につき１００円の督促手数料や、年８．７％（１ヶ月を経過するまでに納

付した場合は、年２.４％）の割合（令和５年１月１日現在）の延滞金が加算され

ますので、必ず納期限までに納めてください。 
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負担金の徴収猶予と減免 

 徴収猶予 

受益者が災害、盗難、その他事故が生じたことにより負担金を納付することが

困難と認められる場合や土地の利用状況により、受益者からの申請があり、必要

と認められた場合は、徴収猶予（負担金支払いの先延ばし）されます。 

 猶予基準に該当しなくなった時（宅地化等）は、支払い義務が生じます。 

 

 主な猶予基準  

１．現況が田、畑、山林、雑種地等の場合（建物がない土地、汚水が発生しない

土地） 

２．震災、風水害、火災、盗難、その他事故等で、負担金の納付が困難である 

  と認められる場合 

３．係争地の場合 

 

 減 免 

負担金は、税金とは異なり国・県・市などの公有地などにも賦課されますが、

その土地の状況により、受益者からの申請があり、必要と認められた場合は、定

められた率にて減免（負担金支払いの免除）されます。 

 

 主な減免基準 

１．神社、寺院および墓地等に係る土地 

２．自治会等が管理する施設（公民館、集会所）に係る土地 

３．公の生活扶助を受けている場合 
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受益者申告書の書き方 

固定資産課税台帳上の土地所有者となっている方に送付します。（※送付した

現在日において、既に売買などにより他の方に所有権移転されている場合は、速

やかにご連絡ください。） 

この申告書は、土地の地番、地目および地積を確認していただくとともに、負

担金を支払う者を決めて、土地所有者の方が申告していただくものです。 

申告書を指定した期日までに提出がないと、土地所有者を受益者として認定し、

賦課することになりますので、ご留意ください。 

 

 例１：土地所有者＝受益者負担金納付者となられる場合（一般的な場合）  

  申告書には土地所有者の住所、氏名、土地の地番、地目、地積を記載していま

す。この記載事項を確認のうえ、署名押印し、提出してください。  

 もし記載事項に変更等がありましたら、訂正し提出してください。 

 

  

例１ 
近江八幡市桜宮町○○番地 

八幡 太郎 ㊞ 

33-3111 

桜宮町 

236 

宅地 

宅地 
300.00 
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例２： 権利者（地上権、貸借権、使用貸借権、質権）が受益者となられる場合   

 土地所有者と権利者との話し合いにより、権利者が受益者負担金を納付される

場合は、「土地所有者以外の権利者」欄に住所・氏名を記入し、必ず受益者同意

印・代表者印を押印の上、提出してください。 

 ◎地 上 権 ‥‥ 建物を建てたり、木を植えたりする目的で、他人の土地を使

用する権利                 （民法第265条） 

◎質    権 ‥‥ 担保として提供された土地を使用できる権利 （民法第342条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例２ 
近江八幡市桜宮町○○番地 

八幡 太郎 ㊞ 

33-3111 

桜宮町 

236 

宅地 

宅地 
300.00 地上権 

滋賀 一郎 300.00 □印  □印  
近江八幡市 

中村町△△番地 
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例３： 一筆の土地に２人以上の所有者がおられる場合（共有名義の土地） 

 他の所有者と話し合いのうえ総代人を定め、申告書とともに下水道事業受益者

負担金総代人選定届（書き方 P.12）を提出してください。 

 なお、共有者それぞれの方が個別に納付される場合は、総代人選定届に地積配

分率をご記入のうえ提出してください。納付書はこの配分率に応じて負担金を算

出し、個別に送付します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

例３ 近江八幡市桜宮町○○番地 

八幡 太郎 ㊞ 

33-3111 

桜宮町 

236 

宅地 

宅地 
300.00 
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例４： 登記名義人が死亡されている場合  

 受益者申告書の土地所有者欄には、登記名義人をあらかじめ記載しております

が、登記名義人が死亡されている場合は、土地所有者欄の右に死亡された年月日

を記載して、現在その土地を所有されている相続人の住所・氏名を下の欄の余白

に記載し、押印して提出してください。 

 なお、相続人が２人以上おられ、まだ代表者が決まっていないときは、例３の

場合と同様、下水道事業受益者負担金総代人選定届（書き方 P.12）にご記入のう

え提出してください。 

  

例４ 
近江八幡市桜宮町○○番地 

八幡 太郎 ○年○月○日死亡 
近江八幡市桜宮町○○番地 

八幡 花子 ㊞ 33-3111 

桜宮町 

236 
宅地 

宅地 
300.00 
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総代人選定届の書き方 

 前述した申告書の書き方で、例３の共有名義の場合、あるいは例４のうち登記

名義人が死亡され、まだ代表者が決まっていない場合に該当する方は、代表者を

定めるための次の届出が必要です。 

 

 

  



 

- 11 - 

徴収猶予申請書の書き方 

  

負担金の徴収猶予を受けようとする場合、「下水道事業受益者負担金徴収猶予

申請書」を受益者申告書と一緒に提出してください。申告された事項について、

徴収猶予基準に照らし内容及び現地を調査のうえ、適否を決定し決定通知書を送

付します。 

 

 

主な猶予基準  

１．現況が田、畑、山林、雑種地等の場合（建物がない土地、汚水が発生しない

土地） 

２．震災、風水害、火災、盗難、その他事故等で、負担金の納付が困難である 

  と認められる場合 

３．係争地の場合 

  

記入例 

近江八幡市桜宮町○○番地 

八幡 太郎    ㊞ 

桜宮町 236 番地 畑 300 畑 
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減免申請書の書き方 

 

負担金の減免を受けようとする場合、「下水道事業受益者負担金減免申請書」

を受益者申告書と一緒に提出してください。申告された事項について、減免基準

に照らし内容及び現地を調査のうえ、適否を決定し決定通知書を送付します。 

 

 

 

 主な減免基準 

１．神社、寺院および墓地等に係る土地 

２．自治会等が管理する施設（公民館、集会所）に係る土地 

３．公の生活扶助を受けている場合 

  

桜宮町 236 番地 宅地 300.00 

近江八幡市桜宮町○○番地 

八幡 太郎    ㊞ 

集会所用地のため 

記入例 
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その他の届出書類 

書類が必要な場合は、ご連絡いただきますようお願いします。 

 

１．納付管理人を定める時 

 下水道事業受益者負担金納付管理人（選任・変更・廃止）届書  

受益者が日本国外におられる等で納付手段がない場合は、納付手段を持ってい

る納付管理人を決めて、届け出てください。（納付管理人とは、受益者に代わっ

て受益者負担金納付に関する事項を処理させる者をいいます。） 

また、納付管理人を変更・廃止した場合も同様です。 

 

２．住所が変わった時 

 下水道事業受益者（納付管理人）住所変更届書  

受益者・納付管理人が住所を変更した場合、すみやかに届け出てください。 

 

３．受益者が変わった時 

 下水道事業受益者異動届書  

納付期間の途中や徴収猶予期間中に受益者を変更される場合は、受益者異動届

書を提出してください。特に土地を売買された際は、遅滞なく届け出てください。

異動届書の提出がないと、土地の所有者が変わっても受益者負担金の請求は従前

の所有者(受益者)に対して行いますのでご了承ください。 

 

○異動届書を提出いただくと、 

 新受益者へ 

  ※下水道事業受益者負担金決定通知書 

 旧受益者へ 

  ※下水道事業受益者負担金納付義務消滅通知書 

により通知します。 

 

４．徴収猶予、減免事由が消滅した時 

徴収猶予や減免を受けている方で、その事由が消滅したときは必ず届け出くだ

さい。 

徴収猶予を受けている方の土地が、宅地化等で猶予取消となった場合、「徴収

猶予取消通知書」および「受益者負担金決定通知書」にて通知しますので納付く

ださい。 

 


